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豊見城市人事行政の運営等の状況 

 
 
１ 職員の任免及び職員数に関する状況 
 
（１）退職の状況（  平成１６ 年度） 

（単位：人） 
そ  の  他 

区  分 
定年 

退職 
勧奨 

退職 
普通 
退職 

分限 
免職 

懲戒 
免職 

失職 
死亡 
退職 

合  計

一般行政職 ４ １０ ２ － － － － １６ 

現 業 職 ０ ０ ０ － － － － ０ 

 
（注） 表中に掲げる用語の意義は、次のとおりである。     

(1) 定年退職  地方公務員法第２８条の２第１項の規定による退職及び同法 
                           第２８条の３第１項の規定による勤務延長後の退職   

(2) 勧奨退職 任命権者が行う退職勧奨に応じた退職 
(3) 普通退職 自己都合による退職 
(4) 分限免職 地方公務員法第２８条第１項の規定による免職 
(5) 懲戒免職 地方公務員法第２９条の規定による免職   
(6) 失  職 地方公務員法第２８条第４項の規定による失職   

 
（２） 職員数の状況 
 ① 部門別職員数の状況と主な増減理由 

          
（平成１７年４月１日現在） 

  職  員
  数         区 分

部 門  平成 
16年 

 平成
17年 

対 前 年
増 減 数    主 な 増 減 理 由            

議会 
総務企画 
 
税務 
民生 
 
衛生 
労働 
農林水産 
商工 
土木 

5 
65 

 
24 
67 

 
21 

0 
18 

7 
38 

5
61

23
65

20
0

17
6

39

0
△ 4

△ 1
△ 2

 
△ 1

0
△ 1
△ 1

1

 
広報担当の非常勤化(△1)及び人事係等の業務分
担見直し(△3)による減 
業務の見直しによる減 
児童厚生員の非常勤化及び保護係の業務分担見
直しによる減 
退職者を非常勤で補充 
 
係統合による減 
業務分担見直しによる減 
市営住宅事業の本格化に対応するための増 

一 
 般 
 行 
 政 
 部 
 門 

 小  計 245 236 △ 9  
 

 特 
 別 
 行 
 政 
 部 

教育 
 
消防 

72 
 

42 

67

42

△ 5

0

課長職の兼務、係統合、退職者不補充、幼稚園
教諭及び調理員の非常勤化による減 
 



 門  小  計 114 109 △5  

普通会計  359 345 △14  

水道 
下水道 
その他 

18 
12 
12 

18
11
12

0
△ 1

0
業務分担見直しによる減 

公 
営 
企会 
業計 
等部 
 門  小  計  42 41 △1  

  合  計 401 386 △15  

  
 
② 年齢別職員構成の状況（平成１７年４月１日現在） 

0

5

10

15

20

25

区分

構成比

５年前の構成比

%

20  20  24  28   32   36  40   44  48   52  56   60 
              歳   ～   ～    ～    ～     ～    ～     ～   ～   ～    ～     歳 
              未   23   27   31    35    39   43    47   51    55    59    以 
              満   歳   歳    歳    歳    歳    歳    歳   歳    歳    歳    上 
 

 
区 分 

20歳 
 

未満 

20歳 

～  
23歳 

24歳 

～  
27歳 

28歳

～

31歳

32歳

～

35歳

36歳

～

39歳

40歳

～

43歳

44歳

～

47歳

48歳

～

51歳

52歳 

～  
55歳 

56歳 

～  
59歳 

60歳
 

以上

 
計 

職員数 ０人 ７人 24人 47人 39人 32人 24人 30人 58人 90人 34人 ０人 385
人 
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（３） 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

 
  ① 定員適正化目標（数・率） 

             計画期間 

始 期 終 期 

 
数値目標 

平成16年４月１日 平成18年４月１日
職員数  397 
増減数△18 増減率△4.3%

 
  ② 定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 
                                                            (平成１７年４月１日現在) 

            区 分
部 門 

Ｈ１５年

計画前年 
Ｈ１６年 
１年目 

Ｈ１７年

２年目 
Ｈ16年～Ｈ17年 

計 
(参考) 
数値目標 

 減 員  １５ １６ ３１ 
 増 員  １ １ ２ 

 

 差 引  △１４ △１５ △２９(△7.0％) △１８（△4.3%）
全部門 

 職員数 ４１５ ４０１ ３８６ ３８６ ３９７ 
  （注）１ 計画期間は、平成１６年～平成１８年の３年間である。 

２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 
３ Ｈ１６年の増員は沖縄県住宅供給公社からの派遣、 

       Ｈ１７年の増員は南部広域行政組合派遣からの戻りである。                                
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２ 職員の競争試験及び選考の状況 
 
（１） 採用試験の実施状況（ 平成１７ 年度） 

 
①採用試験受験者数及び最終合格者数  

                                    

試験の種類 受験申込者数 受 験 者 数 第１次試験 
合 格 者 数 最終合格者数 競 争 倍 率

(倍) 

上級試験 208 154 8 3 51 

中級試験 81 59 4 1 59 

初級試験 76 73 4 1 73 

 
 

② 採用試験の実施日程 
                           

試験の種類 試験公告日 受付期間 第  １  次
試 験 日

第１次試験

合格発表日

第  ２  次
試 験 日 

最終合格 
発 表 日

上 級 試 験 ７月１日 8月 1日～
8月 12日 ９月 18日 10月７日 10月 24日 11月１日

中 級 試 験  〃 〃 〃 〃 〃 〃 

初 級 試 験 〃 〃 〃 〃 〃 〃 

身体障害者を対象  
とした採用試験 － － － － － － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

３ 職員の給与の状況 
（１）総括 

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 
区 分 住民基本台帳人口 

     (16年度末) 
 歳 出 額 
        Ａ

実質収支 人 件 費
      Ｂ

人件費率 
 Ｂ／Ａ 

(参考) 
15年度の人件費率

16年度               人 
 52,546 

千円

16,665,217
    千円
454,222 

    千円
3,232,243

％ 
19.4 

％

    20.0 
 
 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算） 

          給     与     費 区 分  職員数 
     Ａ  給  料 職員手当 期末・勤勉手当   計  Ｂ 

一人当たり給与費

       Ｂ／Ａ

17年度 333人 
千円 

1,376,387 
千円

155,828 
千円 

552,418 
    千円 
2,084,633 

千円 
6,260 

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 
         ２ 給与費は当初予算に計上された額である。 
 
 (3) 特記事項 
  平成１７年度に限り、期末手当及び勤勉手当の額を算定額から３％カットする。 
 
(4) ラスパイレス指数の状況（平成１７年４月１日現在） 
    

(H12)
98.2

(H12)
100

(H12)
101.7

(H17)
97.6

(H17)
95.7(H17)

94.5

90

95

100

105

豊見城市 類似団体平均 全国市平均

                          
       （注）１ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

給与水準を示す指数である。 
2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
単純平均したものである。 
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（２）職員の平均給料月額、初任給等の状況 

 (1)職員の平均年齢及び平均給料月額の状況（平成１７年４月１日現在） 
                                                                          

一般行政職 現業職 
 区 分 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

369,537円 312,556円 
豊見城市 42.5歳 331,700円 

359,973円 
42.9歳 304,200円 

309,100円 

国 40.3歳 329,728円 382,092円 48.1歳 285,008円 316,350円 

397,197円 336,488円 
類似団体 42.6歳 339,468円 

371,541円 
46.7歳 304,378円 

323,391円 
    （注）１ 平均給料月額とは、平成１７年４月１日現在における職員の基本給の平均である。 
         ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤

務手当などの諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸

手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているもの

である。また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手

当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計

算したものである。  
  (2) 職員の初任給の状況（平成１７年４月１日現在）                                        

豊見城市 国 
区    分 

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料 
大 学 卒    170,700 円     184,400 円    170,700 円     184,400 円一般行政職 
高 校 卒     138,800 円     148,500 円     138,800 円     148,500 円
高 校 卒     136,000 円     145,500 円             －             －

 
 
 
 
 
  
技能労務職 

中 学 卒     128,100 円     136,000 円             －             －
 
  (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１７年４月１日現在） 

    区    分  経験年数 1 0年          経験年数 1 5年          経 験 年 数 2 0 年         
大 学 卒 281,100  円         317,300  円         391,400   円一般行政職 
高 校 卒         219,000  円         274,500  円         326,600   円
高 校 卒         213,300  円         250,600  円         261,700   円技能労務職 
中 学 卒           －                  －                 －       

 
 
 
 
 
 
 
 
 



（３） 一般行政職の級別職員数等の状況 
 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成１７年４月１日現在） 
 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 合計 

代表的な 
職務内容 

主事補 
技師補 

主事 
技師 

主任主事

主任技
師 

係長 
主査 
技査 

係長 
主査 
技査 

課長 
参事 
主幹 

課長 
参事 

部長 
参事監  

職員数（人） 5 
(-) 

7 
(-) 

42 
(-) 

54 
(-) 

6 
(-) 

80 
(-) 

30 
(-) 

9 
(-) 

233 
(-) 

構成比（％） 2.1 
(-) 

3.0 
(-) 

18.0 
(-) 

23.2 
(-) 

2.6 
(-) 

34.3 
(-) 

12.9 
(-) 

3.9 
(-) 

100.0
(-) 

1年前
の構成
比 

2.9 
(-) 

6.9 
(-) 

14.3 
(-) 

22.8 
(-) 

1.6 
(-) 

17.6 
(-) 

30.2 
(-) 

3.7 
(-) 

100.0
(-) 参 

 
 
考 

5年前
の構成
比 

4.8 
(-) 

6.1 
(-) 

11.7 
(-) 

15.1 
(-) 

4.8 
(-) 

27.3 
(-) 

25.9 
(-) 

4.3 
(-) 

100.0
(-) 

（注）１ 豊見城市給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
３ （  ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きの数値である。 

2.1% 2.9% 4.8%
3.0%

6.9%
6.1%

18.0%
14.3% 11.7%

23.2% 22.8%

15.1%

2.6% 1.6%

4.8%

34.3%

17.6%
27.3%

12.9%

30.2%
25.9%

3.9% 3.7% 4.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成17年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級
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昇給期間短縮の状況

合  計 一般行政職 技能労務職 その他

(2)  
区   分     

職員数 (A) 417 人 260 人 12 人  145 人
普通 2～

63 人 44 人 3 人  16 人
昇給期間 (1

24 月 )と短縮して昇
給した職員数 (B) 

１５年度  

比率 (B)/(A) 15.1% 16.9% 25.0% 11.0%
職員数 (A) 400 人 245 人 10 人  145 人

普通 2～
62 人 39 人 2 人  21 人

昇給期間 (1
24 月 )と短縮して昇
給した職員数 (B) 

１６年度  

比率 (B)/(A) 15.5% 15.9% 20.0% 14.5%
 

職員の手当の状況

                  国

（４）  
 (1) 期末手当・勤勉手当 

豊見城市  
１人当たり平均支

6 千円
給額（16年度） 

期末 1,129 千円  勤勉 52
－ 

（
当  勤勉手当

 

（ 年度支給割合）

  

16年度支給割合） 
         期末手       
６月期  1.4月分   0.7月分
     （－）     （－）
12月期  1.6月分    0.7月分
     （－）     （－）
計   3.0月分    1.4月分
    （－）     （－）

16                     
     期末手当    勤勉手当
６月期  1.4月分    0.7月分
    （0.75）    （0.35）
12月期  1.6月分    0.7月分
    （0.85）    （0.35）
計   3.0月分    1.4月分
   （1.60）    （0.70）

  
 
 
 
 

 

（加

加算措置 有 加算措置 有 

 
  

算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による  

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による

 （注） 内は、再任用職員に係る支給割合である。

退職手当（平成１７年４月１日現在） 
国

(  )  
 
 (2) 

豊見城市  
（支給率）     自  勧奨・定年 

例措置 ～ 加算

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 

例措置 ～ 加算

己都合  
勤続 2 0年          21.00月分   27.30月分 
勤続 2 5年          33.75月分    42.12月分 
勤続 3 5年          47.50月分    59.28月分 
最高限度額   59.28月分    59.28月分 
その他の加算措置 
定年前早期退職特 (2% 20% )
1人当たり平均支給額    22,291 千円 

勤続 2 0年          21.00月分   27.30月分 
勤続 2 5年          33.75月分    42.12月分 
勤続 3 5年          47.50月分    59.28月分 
最高限度額   59.28月分    59.28月分 
その他の加算措置 
定年前早期退職特 (2% 20% )
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給され

た平均額である。 
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) 特殊勤務手当（平成１７年４月１日現在） 
                  6,170     千円

(3
支給実績（平成16年度決算） 
支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）                      53     千円
職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）                    13.5       ％
手当の種類（手当数）        5種類 

手当の名称 主な支給対象職員 給単価 左記職員に対する支

徴税手当 
市税の徴収等の業務に携わる 

職員 

市税徴収 日額200円 
滞納差押 １件300円 
換価処分 １件400円 

消防、救急及び救助業務 消防、救急及び救助業務に従事

手当 した職員 
日額 200円 

風水災事勤務手当 
おいて特に勤務した

１時間 700円 
風水災事に

職員 

防疫作業手当 
防疫作業に従事した職員

日額 1,000円 
感染症

家畜伝染病防疫作業に従事した

職員 

行旅死亡人等取扱手当 
人又は行旅死亡人を取り

１回につき2,000円 
行旅病

扱った職員 
 (4) 

（平成１６年度決算）          26,047 千円
時間外勤務手当 

支給実績

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）               75 千円
支給実績（平成１５年度決算）              32,310 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（１５年度決算）                 93 千円
 
(5) その他の手当（平成１７年４月１日現在） 

 当 名 内容及び支給単価 国の制度 支給実績 
（平成１６年度決算） 

 
   
手

との異同

扶 養 手 当      

配偶者                 1 ,500円

同じ 53,099 千円 

3
２人まで（配偶者扶養） 6,000円
１人（配偶者非扶養）  6,500円
１人（配偶者なし）     11,000円
その他                  5,000円
特定期間の加算          5,000円

住 居 手 当      
 

同じ 22,312 千円 
借家（限度額）         27,000円
持家(新築又は購入から５年間) 

 2,500円
通 勤 手 当     通勤距離が２㎞以上 同じ  千円  9,957  

管理職手当 

2%  

額より

－ 21,609 千円 

部長    給料の1
参事監   給料の11% 
課長・参事 給料の10% 
（平成18年度まで上記算定

10%カット） 
休日勤務手当  同じ 9,204 千円 
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５） 特別職の報酬等の状況（平成１７年４月１日現在） 

区  分  給料月額等  区   分  給料月額等  

（

 

 
 

円  円

給

料  

市 長  
助 役  
収入役  
教育長  

789,000
650,000 円
595,000 円
595,000 円

報

酬

議 長  
副議長  
委員長  
議 員  

374,000
334,000 円
313,000 円
305,000 円

期

 

６月期

１

期
６月期 1.

分
末

手

当

市 長  
助 役  
収入役  
教育長  

1.60月分
２月期 1.70月分

  加算措置  有

末

手

当

議 長  
副議長  
委員長  
議 員  

60 月分  
１２月期 1.70 月
加算措置  有  

 注 １） 役、 料 条例の ら５ 、上

（２ 手当は、上記算定額から約３％カットして

 
６） 公営企業職員（水道事業）の状況 

区 分 総費用 
 Ａ 

純損益又は実質収支 職員給与費 総費用に占める職員給与費 

) （ 市長、助 収入役及び教育長の給 は 規定額か ％カットしており

記の額はカット後の額を記載してある。 
）市長、助役、収入役および教育長の期末

いる。 

（

 （１）職員給与費の状況 
     ① 決算 
   

       （純利益）         Ｂ 比率 Ｂ／Ａ 

16年度 
1,153,

      
11％ 

千円 
367 

  千円 
51,798 

      千円
126,938 

 

 
    ② 予算                                                                                

                 
          給     与     費 区 分  職員数 一人当たり給与費

     Ａ  給  料 職員手当 期末・勤勉手当   計  Ｂ        Ｂ／Ａ

17年度 18人 84,420千円 7,267千円 33,891千円 125,578千円 6,977 千円 

    当に を  
る。 

   ③ 特記事項 
度に限り、期末手当及び勤勉手当の額を算定額から３％カットする。 

 

（２） 職員の平均年齢及び平均給料月額の状況（平成１７年４月１日現在） 

 区 分 平均年齢 基本給 

 （注）１ 職員手 は退職手当 含まない。

     ２ 給与費は当初予算に計上された額であ

 
 

平成１７年

 

 

豊見城市     3  
        

   50  歳 90,833円
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 職員の手当の状況 
 

一般行政職等 

  （３）
     ① 期末手当・勤勉手当

    水道企業会計 
１人当たり平均支給額（16年度）     １人当たり平均 ）     

 期末 13,148 千円 勤勉  597 千円 
支給額（16年度

期末 1,129 千円  勤勉 526 千円 
（16年度支給割合） 

勤勉手当         期末手当       
 

 

 
       勤勉手当
 

   

６月期  1.4月分   0.7月分
     （－）     （－）
12月期  1.6月分    0.7月分
     （－）     （－）
計   3.0月分    1.4月分
    （－）     （－）

（16年度支給割合）
         期末手当
６月期  1.4月分   0.7月分
     （－）     （－）
12月期  1.6月分    0.7月分
     （－）     （－）
計   3.0月分    1.4月分
    （－）    （－）

（

よる加算措置 有 よる加算措置 有 

加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等に

 
職制上の段階、職務の級等に

       (

    ② 退職手当（平成１７年４月１日現在） 
一般行政職等 

注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 
 
 
 

水道企業会計 
（支給率）     勧奨・定年 

措置 加算 )

（支給率）     勧奨・定年 

措置 ～ 加算 )

自己都合    
勤続 2 0年          21.00月分   27.30月分 

 勤続 2 5年          33.75月分   42.12月分 
勤続 3 5年          47.50月分    59.28月分 
最高限度額   59.28月分    59.28月分 
その他の加算措置 

例 (2%～20%定年前早期退職特
1人当たり平均支給額    21,047 千円 

 自己都合   
勤続 2 0年          21.00月分    27.30月分 
勤続 2 5年          33.75月分     42.12月分 
勤続 3 5年          47.50月分     59.28月分 
最高限度額   59.28月分     59.28月分 
その他の加算措置 

例 (2% 20%定年前早期退職特
1人当たり平均支給額    19,661 千円 

     平成１６年度に退職した職員に支給された平均

 
  ③ 特殊勤務手当（平成１７年４月１日現在） 

                  60     千円 

  （注）退職手当１人当たり平均支給額は、
支給額である。 

 

支給実績（平成16年度決算） 
支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）                   60     千円 
職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）                   5.5      ％ 
手当の種類（手当数）        2種類 

手当の名称 主な支給対象職員 給単価 左記職員に対する支

風水災事勤務手当 
風水災 した

１時間 円
事において特に勤務

職員 
700  

水道技術管理者手当 
術管理者の勤務を命ぜら

月額 5,000円 
水道技

れた職員 
 
    ④ 時間外勤務手当 

成１６年度決算）          1,206 千円
 

支給実績（平

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）               150 千円
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 ⑤その他の手当（平成１７年４月１日現在） 
 
 当 名 内容及び支給単価 の制度 支給実績 

（平成１６年度決算） 

  
国

手
との異同

扶 養 手 当      

配偶者                 13,500円

同じ 3,202 千円 

２人まで（配偶者扶養） 6,000円
１人（配偶者非扶養）  6,500円
１人（配偶者なし）     11,000円
その他                  5,000円
特定期間の加算          5,000円

住 居 手 当      同じ 729 千円 借家（限度額）         27,000円
持ち家                  2,500円

通 勤 手 当      通勤距離が２㎞以上 同じ 430 千円 

管理職手当 
記算定額より

－ 1,523 千円 

部長 給料の12% 
課長 給料の10% 
（平成18年度まで上

10%カット） 
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 職員の勤務時間・その他勤務条件の状況 

（１） 勤務時間の状況（平成１６年４月１日現在） 
 

勤 務 時 間 の 割 振 り 

４
 

１週間の 

始  業 終  業 休憩時間 休息時間 週 休 日 
勤務時間 

40時間 午前８時 30分 午後５時 15分
午後零時 15分

午後零

日曜日及び 
から午後１時

まで 

時から

午後零時 15分
まで及び午後

３時から午後

３時 15分まで 

土曜日 

 
注） １  「１週間の勤務時間」は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号） 

２ ５時 
 

 

（２）年次休暇の状況（ 平成１６年度） 
 

総付与日数 総使用日数 全期間在職職員数 一人当たり 
平  

（

第２４条第６項の規定に基づき条例で定めた職員の勤務時間である。 
「勤務時間の割振り」は、月曜日から金曜日の午前８時３０分から 午後

１５分の時間帯（それに準じた時間帯）に勤務時間が割振られている職員の勤

務時間である。 

 
 

均使用日数

14,640 日 4,474 日 375 人 11.8 日 

 
注） １  「全期間在職職員数」は、当該年度の全期間在職した職員の合計とし、当該期 

     ２ 在において全期間在職した職員に付 

     ３ 暇の合計である。 

（

間の中途に採用された者及び退職した者並びに当該期間中に育児休業、分限休職

の事由がある職員並びに派遣職員を除く。 
 「総付与日数」は、当該年度の４月１日現

与された日数（前年からの繰越分を含む。）の合計である。 
 「総使用日数」は、全期間在職した職員の使用した年次休
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５ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 
 
（１）分限処分の状況（ 平成１６ 年度）                   （単位：件） 

処 分 事 由 地方公務員法 降任 免職 休職 合計

勤務実績が良くない場合 第２８条第１項第１号 ０ ０  ０ 

心身の故障の場合 第２８条第１項第２号 
    第２項第１号 ０ ０ ０ ０ 

職に必要な適格性を欠く場合 第２８条第１項第３号 ０ ０  ０ 

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合 第２８条第１項第４号 ０ ０  ０ 

刑事事件に関し起訴された場合 第２８条第２項第２号   ０ ０ 

職員の分限に関する手続き及び

効果に関する条例第１条の２に

よる場合 
第２７条第２項   ０ ０ 

地方公務員法第２８条第４項により失職した者    ０ 

職員の分限に関する手続き及び効果に関する条例第５条に

より失職しなかった者    ０ 

合   計 ０ ０ ０ ０ 
（注） １ 職員のうち、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）及び職員の分限に関

する手続き及び効果に関する条例（昭和４７年豊見城村条例第２８号）に基づき

分限処分に付された者の状況であり、当該年度において同一の者が複数回にわた

って分限処分に付された場合は、重複して計上している。 
２ ２以上の処分事由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由に計上し

ている。 
    ３ 休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度計上している。 
 
（２） 懲戒処分の状況（ 平成１６ 年度）                        （単位：件） 

処分事由 地方公務員法 戒告 減給 停職 免職 合計

法令に違反した場合 第 29条第１項第１号 ０ ０ ０ ０ ０ 

職務上の義務に違反し又は

職務を怠った場合 第 29条第１項第２号 ０ ０ ０ ０ ０ 

全体の奉仕者たるにふさわ

しくない非行のあった場合 第 29条第１項第３号 ０ １ ０ ０ １ 

合   計 ０ １ ０ ０ １ 

（注） １ 職員のうち、地方公務員法に基づき懲戒処分に付された者の状況であり、当該

年度において同一の者が複数回にわたって懲戒処分に付された場合は、その数を

重複して計上している。 
２ ２以上の処分事由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由に計上し

ている。 



 17

６ 職員の服務の状況 
 
 
（１）営利企業等の従事許可の状況（ 平成１６ 年度） 
 

区   分 申請件数 許可件数 

営利企業等の従事許可申請 ３ 件 ３ 件 

 
（注） 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３８条の規定に基づく営利企業等の

従事許可の状況である。 
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７ 職員の研修状況 
 
 （１）職場研修 

研修の名称 研修の内容 実施 
回数 

修了者

数 

管理職研修 これからの自治体経営について １回 ４２名

臨時・嘱託職員研修 服務・接遇について １１回 ６０名

 
（２）沖縄県自治研修所研修 
 ①一般研修 

研修の名称 研修の内容 実施 
回数 

修了者

数 

新採用職員研修 基礎的知識の習得及び業務・職場への適応能力

の養成 １回 １名 

一般職員第１・２部研修 市町村行政課題の整理・分析と問題解決技法を
習得させる。 ２回 １０名

監督者第１・２部研修 監督者としての意識と自覚の確立を図る。 ２回 ７名 

管理者研修 政策形成能力の向上及び政策評価の手法の取得 １回 １名 

 計 ６回 １９名

 
②特別研修 

研修の名称 研修の内容 実施 
回数 

修了者

数 

実務研修（事務、給与等） 専門的知識を習得させ、事務の適正な執行と能
率化を図る ４回 ５名 

法制執務研修 条例・規則の立案と適正な法令の執行ができる

能力養成 ２回 ３名 

社会調査講座 行政課題に対応できる調査・分析能力の向上を

図る １回 ２名 

行政法講座 行政法の意義、法体系、基礎的倫理等の習得 １回 １名 

民法講座Ⅰ・Ⅱ より高度の知識と法令解釈能力の向上を図る ２回 ４名 

経済セミナー 行政運営を適切に行うために、職務遂行能力の

向上を図る。 １回 ３名 

歴史・文化講座 沖縄の歴史と文化に対する理解を深め幅広い教

養を培う。 １回 ３名 

接遇研修 対人関係の基礎的な知識や態度を習得する １回 ２名 

交渉力・説得力強化 
セミナー 交渉能力・説得能力を実践的に強化する １回 ２名 

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ能力養成 
研修 

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの基本と技術を習得させ、説明能力

の向上を図る １回 ３名 
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政策形成セミナー 行政需要に対応した施策を展開しうる能力を養

成する １回 ２名 

創造性開発研修 職場における創造的問題解決能力を高める １回 ３名 

県・市町村・民間交流 
セミナー 

新たな人的交流のネットワークづくりを推進す

る。 １回 １名 

政策（地域）ﾌﾟﾗﾝﾅｰ養成

研修 
政策形成能力向上に必要な知識の習得と人材の

養成を図る １回 ２名 

政策法務研修 条例・規則を立案する政策法務能力の向上を図

る １回 １名 

パソコン研修（アクセス

等） パソコン操作等の習得 １２回 ３０名

 計 ３２回 ６７名

 
（３）派遣研修等 

研修の名称 研修の内容 実施 
回数 

修了者

数 

市町村自治会館 国際文化アカデミー巡回研修会 １回 ３名 

市町村アカデミー 住民と行政の協働 １回 １名 

沖縄県市町村課 県への派遣研修 １回 １名 

 計 ３回 ５名 

 
（注） 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３９条の規定に基づき、任命権者が行う

職員の研修の状況である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



８ 職員の福祉及び利益の保護の状況 
 
 
（１）健康診断等の実施状況（  平成１６ 年度）   

（注）  職員健康診断の対象者には臨時・嘱託職員を含みます。 

区   分 内   容 対象者 受診者 

基本健診 全職員 264名 
胃部レントゲン 希望者 56名 
検便検査 希望者 28名 職員健康診断 

肝炎ウイルス検査 希望者 8名 
高気圧酸素業務適性検査 チャンバー検診 消防隊員 18名 

 
 
（２）職員健康診断事後指導の実施 
     職員健康診断結果に基づき、産業医の個別指導を実施 
 
（３）公務災害補償の状況 

 
   ①公務災害（  平成１６年                            度） 

認  定  件  数 
前年度末現在

未処理件数 受 理 件 数 
公務上 公務外 

取り下げ件

数 
    年度末
未処理件数

０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 
（注） 地方公務員災害補償法（昭和 42年法律第 121号）に基づく職員の公務災害補償の 
     状況である（（２）において同じ。）。 
 

②通勤災害（   平成１６ 年度                              ）     

認  定  件  数 
前年度末現在

未処理件数 受 理 件 数 
通勤災害該当 通勤災害非該当

取り下げ件数     年度末
未処理件数

０ ０ ０ ０ ０ ０ 
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